
昭和38年度事業
(予定)

I　職　業　紹　介　部

(1)求　人　開　拓

約500件(会社､工場､証票所)を日琵二､書面による依頼､連絡擁議会組織等を通じ､求

人運営を円滑にし､就労6)増大を.'2,がる.

(2)規労あっぜんと職業細合

1日平均　950(名) I,(360(臼) -312.000(令)

蔚労あっせ′宗､ら､漸次に職業紹介に移行する｡

(3)常用　化促進

約50名以上を目標に､常用那炭化をはかり､これを奨励する主旨で､常用化さ,T.る者には､

その管用第-ケ月の生言1援助費と仕婁金を貸与する｡

(I)身元保証100名｡管用或いは常用的直行する者で､雇用主が供託を求めたものに対し､調査

検討の上これを行う｡金銭的補償は必要の場合が生じた時は一定限度を設けて､これを行

う｡

Ⅲ　生活職業相談部

蘭　生活向上促進

(6)職　業　相　談(月600)×12ケ月

(7)家　庭　相　談(月100) ×12

(8)身　上　相　談(月　200) ×12

(9)事　故　相　談(月　50) ×12

Ⅲ　厚　　生　　蔀

uO)医　撰　現　場(軽微)処置(月　600) ×12

医　療　病　院(重症)処置(月　20) ×12

仙　生　活　援　助(貸付)　(月100)×12

(12)理　髪　援　助　　　　　(月　40)×12

03)冬季あぶれ緊急援助　　　　70名×10日

仏t)軽　費　宿　泊　　　25名×30(日)×12

4日　娯　楽　設　備

(イ)図　書　利　用　　　50名×30(冒)×12

(ロ)指　標　と　囲碁　　　50名×30(日)×12

日隠顕

財団法人　西成労勘福祉センター寄附行為

第1葦　　　総　　　　　　　　則

(名　　　　称)

第1条　この法人は､財団法人西成労館福祉センターと称する｡

(事務所の所在地)

第2条　この法人は､事務所を大阪市西成区東大館町23番地に

置　く,

(目　　　　的)

第3粂　この法人くま､職業の不安定な者が多数居住している特定

の地域における労樹者の職業の安定を図るとともに､これらの

者の棍社の増進に努め､もって,jj虜者の生活の向上に資するこ

と　を　目　的　とする.

(事　　　　業)

第4条　この法人に､両案の目的を達成するたみ　次の事業を行

な　う｡

山　労窮大臣の許可を得て行なう無料の職業紹介事業

(2)　職業に関する相談及び指導

(3)　宿泊所の設置運営その他労働者のための徳利厚生の事業

用　その他この法人の目的を達成するためにiと､要な事業

第　2　章　　　資　産　及　び　会　計

(資　　　　産)

第5粂　この法人+,､資産は､次6',各号に掲げ,'一嬬産をもって構斌

す　る｡

(1)　耕紙財産日録　二記載された財産
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(2)　資産から生ず　る収入

(3)　補助金及び寄附金

(4I I草葉にと　も,JS　う収入

は)　その他の収入

(資産の種類)

第6条　二王旦一人の資牽･'ま､_型用財産と_する.

2　基本財産lま､次の各号に渇ける財産をもって構成する｡

(I)前条第1号の財産｡うち､掴虹財産日銀の基本財産の蔀に

記載された財産

(2)基本財産とすることを指定し一二寄附された財産

(3)理事会において基本財産に繰)入れることを議決した財産

3　前項の韮本財産Irま､これを処分することができない｡た,+=し

やむを得,掴,理由･JJ,あるときふ　てノ)-着日こかざり､理-j･;の3

I/j･の2以上の同i=･･を得て処,IJす,jことができる｡

4　運用財産は､基本財産の元本以外の財産とする｡

(資産u)管理)

第7条　この法人｡資産(ま､理席がこれを管理し､そ｡方法は　e

理事会の議決によって定める｡

2　資産のうち現金は､銀行又･rま郵便甘薯に預け入れも等の方法

に三･り､適正に保管したけれ.･i･な･ちない｡

(縫費の支弁)

第8粂　この法人の経費くま､運用財産をもって支弁する⊃

(特別会計)

第9条　この法人は､特別会計を設･ナろことができる,

(予　　　　算)

第10条　この法人の予算は､理事長がこれを作成し､毎会計年度

､十､､

開始前までに理事会の議決を経なければならないo

(決　　　算)

第11条　この法人の決算は､理事長がこれを作成し､毎会訂年度

終了後すみやかに､年度末財産目録とともに監事の監査及び理

事会の議決を経なければならない｡

(会　計　年　度)

第12条　この法人の会計年度は､毎年4月1日に始まり､翌年3

月　31日　に終る　も　の　とする｡

第　3　章　　役　　　　　　　　員

(役員の定数等)

第13粂　この法人に､次の役員を置く｡

(1)　理　事　長　　　　　　　1　　名

(ZI　専務理事　　　　　　　l　　　名

(3)埋　　≡圧　　　　　　20名以内(理事長及び専務理事である

現車を含む,)

(4)　監　　事　　　　　　　　5　名以内

2　理非及び監事くま､理軍会において選任するっ

3　　理事長は､理事の互選とする｡

4　専務理事は､理事会の同意を得て理事長が委嘱する⊃

5　　理事及び監事‖ま､　柿下に薫くよる　こ　とができない･

(役員の任期)

第14粂　役員の任期は､ 2年とするっ　ただし､補欠の役員の仕朋

は､　帝位者の残任期間とする｡

2　　役員-ま､再任される　ことができ　る/

3　役員は､任期満了後も後任者が選IT=されるまで.引き続きそ

日勤目



の職務を行う｡

(役員の職務)

第15条　理事長は､この法人を代表し､この法人の鴫を総理す

る｡

2　理事長-改あるときは､専務理-その職務を行なう｡

3　専務-は､理-を-し､この法人の-を処理する｡

4　専務理事-故あるとき･,&､理-があらかじめ指名した他

の理華がその職務を行なう｡

5　埋航､埋-を組織し､この法人の-の-･1-Li:;議決定

9 /⊃⊃

6　監叛､民法第59条の職務を行なう｡

第4　章　　理　　事　　会

(招　　　集)

第16条　理事会.,&､理事長が薙集する.

2　埋彊･,i､ -の2分の1,1-L一文--ら-,二二･)会議

6)目的である事項を示して請求があっ,tときは､ -会を招集

し'Slナrl･･･=･ならない｡

(議事及び議決)

第17条　理事会は､理事長が議長となる｡

2　理-Tj･;-^･･ま､ -の過半数が出rs-LなけZ,･ii･､議-開き､議

決すろことがてきない⊃

3　軸会の議-､ -した理事の-数によって決し､可否

同数のときには議長の決するところによる｡

(表決権の委任)

第18条　やむを得ない理由のため理--I--ることができな

鼠四日

い理=:二､　二一~　呈二幸に表決権を委任する　こ　とができ　る｡　この場

合にf-.-　　二､　三三宅と,委任した理事は､　前条第　2　項及び第　3　項

の規三･二　三三　二ついて註､　出席した　ら　の　と　みなす｡

(権

第19条　三三三　二､　この寄附行為に別に定める　も　ののほか､　次の

事項J_,萎　三ナ　三

･11　妄∴幸二三重　を　も　っ　て定め　る　も　の　のほ　か､　あ　ら　丈　に義務　を

負三二､　二　三幸刊を喪失すべ　き　事項

はI　　≡　≡　三千　三

lB)　三･=　二三三:≡奈　と､要　と認め　た　~匠項

2　　理三二ミ　ミ､　重責　三事項については､　その処理を理事長に一億

9　,J　_　二　ノー　~一　三　二

第　5　章　　　事務局　及　び職員

茅20条　　二　一二　三､_⊃　章節を処理す　るため､　事務　昂を置　く｡

?　軍三三　二三:幸　司長及び議員若干名　を置　き､　理　事長が　こ　れを任

う　十　二

第　6　章　　　寄附行為の変更及び招散

､三三一~.irT ≒　_二ミニミ

≡_)l条　　二　二三二T･三為を変更　し　よ　う　と　す　る　と　き　は､　理事の　3　分の

2　以二,?三言を/ .i､　かつ､　労蘭大臣の認可を得なければ'な　ら　な

き　　　　諌

≡:I_)灸　こ-?三＼〟三､　埋十･rの　3　分の　2　以上の固　まを得たくすれば'､

図四日



解散する　こ　とができ　ない｡

2　　この法人が解散した場合の残余財産は､理非の3分の2以上

の同意を得､かつ､労甥大臣の許可を得て､類似の目的を有す

る事業を行なう者に､　これを寄附する　ものとする｡

第　7　章　　　雑　　　　　　　　則

(施　行　細　則)

第23条　この寄附行為の施行について必要なIl.:項は､理事会の議

決を経て､　理事長か勅に定める｡

附　　　　　　　　　則

1　この寄附行為は､　この法人設立の日から施行する｡

2　この法人の昭和37年度の歳入歳出予算は､第10条の規定にか

如わらず､　別紙予算書のとお　りする｡

3　この法人設立当初の会計年度は､第12条の規定にかかわらず､

この法人設立の　日に始ま　り､昭和38年3　月31日に終る　ものとす

る｡

4　　この法人設立当初の役員は､第13条第2項から第4項までの

規定にかかわらず,次のとおり　とする｡

(別項9頁に記載したのて省略､ただし銭高駆之氏はその後

に就任　した｡)

5　前項の役員の任期は､第14条第1項の規定にかかわらず､昭

和39年　3　月31日　までとする.

賢さ珊且

運　営　要　綱

本財巨的)事業患､設立の主旨によって､特定　一

地域の労働者の就労あっ境を舞木とするっ

したがって労朗大臣の許可を得て､無鞘職業

籍介事業を行ないこれを中心として職業の相

談､指導を実施する｡

しかし釜ケ崎U)特殊H.三､単純一元的職業謹

介,たけでは､目的を達成することが困難なので

細ヅS.ニともなう諸種の,(.-'生接班草葉もあわせて

実施する｡

けれども本財団は社会積出事業閏体でたいか

ら､直接の施与的j撲.rま行なれ,JL,⊃あくまで

も対象,i-勤労者として､ ,jJlt動橋神の高揚を植え

っ.ナ､滝労を正酬ヒし､一一般社会､こ合流せしめ

ること言こ主眼をおく⊃

1.基　本　方　針

(11地域)潮音を五規のJシートである公共職業

安呆所に求職登寮させるよう指導､勧奨す

/3o

(2)公共職業安定所による話合を希望しない労

働者に対しては､直接最業紹介を行なうo

I.3)極力常用化､足細工を忠かる⊃

(引　地壊労勘考の不良環堤j〕浄化と福祉の華道

および不良環境.-Jゝら･,?転出を融ゝるっ

2.事　　　　業

l　職業紹介事業

(I)職業相談と紀綱旨専

心　公共賎業安定所への紹介

131職業紹介

(I)難業訓練所へのあっ遅

くう)身元保証の実施

Ⅲ　生活職業相談事業

(6)生活誌業相談

聞　接達のあっ琵

(S) ~障裟支度援助

19)注民登録の勧奨と世話

(10)生活向上の啓発

oo　生活敲たん計′)更生相談と身のふりか,i

i_-)あっ粒･賎業相談

Ⅲ　厚　生　事　業

博　一勘高畠施設の設置

胸　生活援助のあっ拉

帥　軽費診療

凋　娯楽_-.I)､図書字の設置

周.'t･覆車生事業の実施

Ⅳ　組織活動の事業

上記/⊃諸事業を総合的,二進行させるため､必

要に応じ次の組織体を溝成する

rlT)親ノ,i惟謙協力委員会

側　生活相談擁力委員会

側　運営委員会

軸　調査委員会

ii　こしI
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酌.i,労働部止センター　　敷地､建物の見とり図
3.組　　　　織

I　理　事　会

Ⅱ　事　務　局

事務局長　　松　尾　純　雄

(I)認諾都　人事､経理､施設の管理､

調査統計､各種委員会の組織その他庶務

に関する事項

部　長.､__/tt_jiL礼--ニ

職　員一　大__瀬_____〉読_

黒一若一律-淡雪

^-一見_ ､貞一三

!垂三重重要1

太二田f-信へ.-遊

廓二重二重習

血豆塾
(2)薗業紹介部　一般殿業紹介､日雇熊菜籍

介､身許保証､雇用促進およびこれに関

連する事項

職一一一員　　今　村　清　吉

沌｢永~~~黄一雄

昭和38年4月20日印刷 

昭昭38年5月10日発行(非売) 

発行所大阪市西成区東大船町23番地 

財聞漢人西成労働福祉センター 

電話631-6,000.632-2.400.641-1,490 

編集発行人松尾1沌雄 
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